
事 務 連 絡

令和４年３月１６日

各 所 属 長 様

総務事務センター課長

住居移転報告書（赴任旅費）の支給要件等について(通知)

赴任旅費について別添のとおりまとめましたので、下記の支給要件に該当する職員に周知してくだ

さい。

退職者の帰住旅費にかかる旅費システムへの入力は、退職日以後に退職時の所属において代理入力

を行ってください。

入力の際には、「旅費事務の手引き」（「会計管理局イントラ」の「旅費関係」に掲載）やシステ

ム上の説明も参照のうえ、入力誤り等のないように注意してください。

記

１．書類の提出方法

「旅費事務センターへの送信票（赴任旅費用）」に提出書類の写し一式を添付（提出書類の原本

は所属で保管）し、メール便・郵送等で旅費事務センターへ提出してください。赴任旅費には個

人情報等が含まれるため、ＦＡＸ送付は不可とします。

住民票は個人番号（マイナンバー）の表示を省略したものを提出してください。

なお、提出の際は、別添「【赴任旅費】支給内容と提出書類一覧」を確認のうえ記載漏れ等の

ないようご留意ください。

※送信票は添付している「旅費事務センターへの送信票【赴任旅費用】」を使用してください。

（注）令和２年度より送信票の様式が変更になっています。

旧の送信票を使用した場合は、新様式で再度提出していただくこともありますので、必ず、

本通知に添付している送信票を使用してください。領収書は、その他の書類と分けてFAX送

信することなく、まとめて一度で郵送(メール便)で送付してください。

２．支給要件

（１）赴任旅費

人事異動発令日（又は人事異動発表日）以降の、赴任に伴う住居の移転であること。

他県や市町村等との交流職員については、当該団体との協定書等により、高知県が赴任

旅費を支給する案件であるかを確認してください。

（２）退職者の帰住旅費

人事異動に伴い本来の生活の本拠地から離れて生活している職員が定年、勧奨その他人事委

員会が定める事由により退職した場合に、当該職員の居住地から帰住するため、退職の日の翌

日から１か月以内に移転したものであること。

県外への帰住の場合は、退職時の住居から本庁（教育委員会は西庁）までの路程により

赴任旅費に準じて計算した額が限度となります。

※会計年度に注意してください。

（３）新規採用職員の赴任旅費

採用に伴い住居を移転した場合に赴任旅費を支給。

新規採用職員の旧の住居は、人事異動発表日の住居とします。

人事異動発表日より前の日に行った移転は、支給対象外です。

＊新規採用者には要件等を各所属からお知らせください。



３．赴任旅費（退職者の帰住旅費を含む）の会計年度

（１）令和４年４月１日付け発令の場合は、人事異動発表日から令和４年３月３１日までの間に移転

を完了した場合でも令和４年度です。

（２）令和４年３月３１日以前の日付けの発令で、令和４年３月３１日までに移転をした場合には令

和３年度ですが、令和４年４月１日以降に移転した場合は令和４年度になります。

＊具体的な事例・考え方については、教職員・福利課「旅費制度に関するＱ＆Ａ(R3.1)」の問46～

69を参考にしてください。

↓「こうちぎょうせいネット 教職員･福利課」

http://klgnet.kcc-ix.ne.jp/scportal/pref/310601/ryohibase.html

＊住民票について

住民票は移転を確認する重要な文書であり、すべての場合に提出が必要です。

住所を移転したときは、住民基本台帳法の規定に基づき、速やかに転出・転入の手続きをして

ください。

特別な事情で手続きを行っておらず、実際の住所と住民票記載の住所が異なる場合は、申立書

が必要となります。内容に間違いがないか所属で確認のうえ、住民票と一緒に提出してください。

（申立書の例）

短期間の災害派遣のため、住民票を移さないまま赴任し、戻ってきた場合

申立書

令和４年４月１日付け人事異動に伴い住所を移転しましたが、実際の旧住所が

住民票と異なっていることについて、その理由等は下記のとおりであることを

申し立てます。

記

理由：災害派遣にかかる短期間の単身赴任であったため、転居の際に住民票を

移していなかった。

実際の旧住所：××市××町××番地

実際の新住所：○○市○○町○○番地（自宅）…住民票の住所

旧住所から退去した日：令和４年３月３１日

新住所で居住を開始した日：令和４年３月３１日

令和 年 月 日

所属

氏名 （自署でない場合は押印が必要）

【 制度についての問い合わせ先 】

部局等 課名 電話番号

知事部局 行政管理課 （直）088-823-9164､(内)2046

教育委員会 教職員・福利課 （直）088-821-4906､(内)4906

公営企業局 県立病院課 （直）088-821-4631､(内)4631

公安委員会 警察本部会計課 （代）088-826-0110､(内)2996



【赴任旅費】 支給内容と提出書類一覧
旅費事務センターへは送付票をつけて写しを送付してください。個人情報が含まれますので送付は持参、庁内メール便、郵送等により行い、原本は所属保管してください。

項 目 支 給 内 容 提 出 が 必 要 な 書 類 備 考

移転料

(家財の運搬等

に係る経費)

運送業者等の領収書により現に支払った額を、上限

額の範囲内で支給。

◆移転料の上限額（抜粋）

（引上後）

陸路 8～ 50km 160,500円 321,000円

50～ 100km 184,500円 369,000円

100～ 300km 228,000円 456,000円

300～ 500km 374,000円 561,000円

500～ 1,000km 496,000円 744,000円

※「令和３年１月21日付け２高教福第1401号職員の旅費に関す

る条例の一部改正に伴う移転料の上限の引上げについて(通知）」に

より一定の条件を満たす場合において移転料の上限額が引き上げ

られました。（詳しくは上記通知をご確認ください。）

※上限額は、新旧住居地間の距離区分による

※扶養親族の移転を伴わない場合の上限額は、２分の１した額

※夫婦とも県職員の場合は、１つの引越として上限額を適用

移転料の上限額を算出するための基礎となる職員の旧住居から新

住居までの路程の距離は、ＧＩＳが算出した路程による陸路の距離

（高速道路等有料道路を利用しない場合の旧住居から新住居まで

の路程が40㎞以上である場合において、ＧＩＳが高速道路を利用

する路程を算出している場合は、当該路程による陸路の距離)

１ 引越業者に依頼した場合

・引越業者に支払った料金（有料道路料金等を含む）

・宅配業者に支払った料金

２ レンタカーを利用した場合

・レンタカーの業者に支払った料金

（乗り捨て料金を含む）

・ガソリン代

・有料道路の料金

３ 職員が自家用車を運転して運んだ場合

・フェリーの航送料金のみ支給対象

（本人のフェリー乗船料、車賃、有料道路料金等

は職員移転料の支給対象）

◆住民票（すべての場合に必要）

・住民票の「住民となった日」（同一市町村内での転居

の場合は「転居年月日」）＝移転日（実際に新住所に

居住を始めた日）と一致

※移転料等の支給の確認に必要であるため、転入届を行

う際は注意すること（一致しない場合は申立書等）

◆引越(宅配)業者に支払った料金の領収書

・荷物の搬送区間（番地まで記載のこと）と搬送日の

記載が必要（領収日のみの記載は不可）

・引越業者が、荷物の送り状(控)等を領収書として取り

扱っている場合は、送り状(控)に領収印が押印されて

いる場合は可

・有料道路料金は、引越（宅配）業者の領収書に含ま

れている場合は支給対象

◆レンタカー業者に支払った利用料金の領収

書、ガソリン代及び有料道路料金等の領収書

◆フェリー料金の領収書

・乗船料の等級及び航送料等の記載が必要

※やむを得ない理由で実際の住所と住民票記載の住

所が異なる場合 申立書 ☆

【必要な事項】

・実際の住所と住民票記載の住所が異なる理由

・実際の旧住所と新住所

・旧住所から退去した日及び新住所に居住し始めた日

・記載日付・所属名

・氏名（自署でない場合押印が必要）

※発令日から１か月以後の移転の場合

・異動（採用又は退職）に伴う移転であることの

申立書（事前に旅費制度主管課に要相談）

【必要な事項】・発令日から1か月以後の移転の理由

・上記★と同じ

※引越日について

・異動発表の日以後の引越が対象。

・異動発表日から異動発令日以後１か月の間に行っ

た複数の引越は同一のものとみなす

※扶養親族が、職員と別の時期（１年以内）に住居を

移転した場合

・職員の移転距離に対する上限額の1/2が上限とな

る

※扶養親族が、職員とは別の場所へ（又は別の場所か

ら）住居を移転した場合

・移転料の上限額は、職員と扶養親族の新旧住居地

間の距離を比較し、短いほうの距離区分に対する

上限額の1/2となる。

・職員と扶養親族の移転報告書は別に作成し、扶養

親族の特記事項に、職員の命令番号を記載するこ

と。（例「本人分○○番」）

移転雑費

20,000円※の定額を支給。

※扶養親族の移転を伴わない場合は10,000円

夫婦とも県職員の場合は、一方に支給

※移転料の支給対象となる住居の移転（運送業者を利

用しない場合を含む）を行った場合に支給

職員移転料

(旧住居から新

住居までの旅

費)

・公共交通機関の運賃

・自家用車の車賃（29円／1㎞）

※別紙「自家用車で新居住地へ移転した場合の職員移転料

および入力方法」参照

・自家用車を使用して移転する際に利用した有料道路

の料金

※有料道路を利用しない場合の旧住居から新住居までの路程

が40㎞以上（合理的な経路における利用料金を支給）

・旅行雑費

旅費事務センターが算出した旧住居から新住居までの路程に

よる旅費を上限とし、実際の経路による旅費が安価な場合に

は、実際の経路による旅費を支給（扶養親族移転料も同じ）

◆航空機利用の場合は搭乗半券、又は領収書

・領収書の場合は、利用日、利用区間、便名の

記載が必要

◆有料道路料金の領収書（旧住所→新住所）

◆フェリー料金の領収書

・乗船料の等級及び航送料等の記載が必要

※航空機の搭乗半券及び領収書を紛失した場合・

・申立書

【必要な事項】

・利用日、便名・利用区間・運賃

・上記★と同じ

※有料道路・航空機・フェリー等の利用日と住民票

の移転日が異なる場合 申立書

【必要な事項】

・利用日（職員が移転した日）と移転日（住民票

の住民となった日）が異なっている理由

・上記★と同じ

※ＪＲ利用の場合（領収書の提出は不要）

特急または新幹線を利用時は指定席利用の

有無を記載すること

★



【赴任旅費】 支給内容と提出書類一覧
旅費事務センターへは送付票をつけて写しを送付してください。個人情報が含まれますので送付は持参、庁内メール便、郵送等により行い、原本は所属保管してください。

項 目 支 給 内 容 提 出 が 必 要 な 書 類 備 考

着後手当

(やむを得ず有

料の宿泊施設

に宿泊した場

合の宿泊料及

び宿泊諸費相

当額)

１ 赴任先の新住居（貸間を含む）に直ちに入居でき

ず、有料の宿泊施設に宿泊する場合

２ 住居を移転した後、異動前の勤務公署に通勤のた

め、有料の宿泊施設に宿泊する場合

※ 実家、知人宅等への宿泊は支給対象外

※ ５夜分が上限、限度額あり

◆宿泊施設の宿泊料金の領収書

・素泊り金額、食事代金の内訳、1日ごとの金額

の内訳の記載が必要

＜内訳の記載例＞

・素泊り料金

○月○日5,000円 ○月○日5,500円

・朝食付(分割不可)

○月○日6,000円 ○月○日6,500円

・朝食付

素泊り料金5,000円、朝食代500円

宿泊施設の利用が自己都合である場合は支給

しない。

所属で内容を確認し「宿泊施設の利用理由」は

明確に記載すること。

＜記載例＞

引越荷物の配達日が、業者の都合により○月

○日になり、新住居に入居できなかったため。

(自らが居住す

るための住宅

を借りた場合

の礼金・仲介手

数料)

55,000円を上限に支給

※ 住居手当の認定を受ける住宅に係る、礼金・仲

介手数料に限る

※ 返還の対象となる額（家賃、敷金）は含まない

◆礼金・仲介手数料の領収書

◆賃貸契約書の写し（全ページ）

※共益費・駐車場分は含まない。

領収内容の内訳が契約書等で確認できないものは

申立書（内訳は住居手当の申請に提出した証明書

の写しでも可）

扶養親族

移転料

(扶養親族の旧

住居から新住

居までの旅費）

赴任を命ぜられた日における扶養親族について、職員

の移転の例による旅費を支給

※移転の際の年齢が６歳未満の者の旅行雑費、宿泊諸

費に相当する額は３分の１

◆扶養親族簿の写し（退職者は事前に出力を）

（給与システムの権限を付与された職員のみが

出力可能）

手続き中の場合は届出書の認定がわかるも

のを提出

◆扶養親族の住民票

◆航空機利用の場合は搭乗半券、又は領収書

・領収書の場合は、利用日、利用区間、便名の

記載が必要

◆宿泊施設利用の場合は宿泊料金の領収書

・素泊り金額、食事代金の内訳の記載が必要

※実際の住所と住民票記載の住所が異なる場合

・申立書（移転料欄 ☆ と同じ）

※職員とは別の時期（１年以内）に住居を移転した場

合及び職員とは別の場所へ（又は別の場所から）住

居を移転した場合

・原則職員の移転の路程により計算された額が上限



別紙

自家用車で新居住地へ移転した場合の職員移転料および入力方法

※申立書が必要

＜記載例参照＞

行政管理課「旅費制度に関するＱ＆Ａ（Ｒ２．12）」問 66

教職員・福利課「旅費制度に関するＱ＆Ａ（Ｒ３．１）」（事務局・県立学校 問 66）（市町村立学校 問 64）

移動に使用した自家用車 車賃の支給の有無 入力方法

職員の車（全路程） 支 給 「全路程自家用車使用」を選択

職員の車（一区間） 支 給 「その他」欄に「○○～○○間自家用車」と入力

同一生計の者の車（全路程） 支 給 「その他」欄に「自家用車同乗（同一生計）」と入力

同一生計の者の車（一区間） 支 給
「その他」欄に「○○～○○間自家用車（同一生計） 」
と入力

同一生計でない者の車（全路程）

経費負担あり

※
支 給 「その他」欄に「自家用車同乗（経費負担あり）」と入力

〃 なし 不支給 「全路程自家用車同乗」を選択

同一生計でない者の車（一区間）

経費負担あり

※
支 給

「その他」欄に「○○～○○間自家用車（経費負担あり）」
と入力

〃 なし 不支給
「その他」欄に「○○～○○間自家用車（経費負担なし）」
と入力

「その他」欄に入力しきれないときは、「特記事項」に入力してください



旅費事務センター行き

　〒780-8570

　高知市丸ノ内１－２－２０（本庁舎地下１階）

   TEL：088-871-3011（内線2763） 　　　　（　　新規　　　再送信　　）　　

　FAX：088-871-3020 　　　　　　　↑どちらかを○で囲んでください。

①

③

④

氏名

連絡先

⑦

　送付書類の原本は所属で保管し、全ての書類（写し）をメール便、

　郵送等で旅費事務センターへ提出してください。（ＦＡＸ不可）

　　＊送付書類にチェックしてください。

　　　□ 住民票

　　　□ 領収証（旅費システムの出力台紙に貼付）

　　　□ 扶養親族簿（最新のものであるか所属で確認のうえ提出）

　　　□ 賃貸借契約書（礼金及び仲介手数料の領収証を添付する場合）

　　　□ 移転料請求金額確認書（上限額を超える移転料を負担している職員で、⑥で希望ありの場合のみ）

　　　□ 申立書（上限額を超える移転料を負担している職員で、⑥で希望ありの場合のみ）　

　　　□ 引越業者からの見積書等（上限額を超える移転料を負担している職員で、⑥で希望ありの場合のみ）

旅費事務センターへの送信票

　　　　　　　　　　　　　　　　【　赴　任　旅　費　用　】

年　   　度 令和　　　　年度

執行機関コード

旅行命令番号

旅行者氏名（自署）

　　（注）上限額を超える移転料を負担している職員は、必ず上記⑥、⑦の欄に記入してください。

② 執行機関名

⑤ 送 付 者

⑥
上限額を超過した移転
料支給の意思の有無

　支給の希望　　有　　　無　　←どちらかを〇で囲んでください。


	4-3-16-2.pdf
	4-3-16-3.pdf
	4-3-16-4.pdf

